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事業評価手法について
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《 これまでの経緯 》

第12回 事業評価部会(H27.12.21)

○ 今後の事業評価の検討の方向性

・様々な効果

・評価の区間及び時期

・評価の視点

第13回 事業評価部会(H28.3.10)

○ 新規採択時評価における
費用対効果分析の考え方

・JCT間での費用便益分析も実施
（高規格幹線道路を対象）

《 事業評価部会委員の意見 》

効果的・効率的な
再評価手法について

《 今回の審議 》

評価区間の
適切な設定について

〔第12回 事業評価部会〕

再評価は３年に一度同じことを繰り返してお

り、再評価システムそのものの社会的信任性、

信頼性が損なわれかねない。フィードフォワー

ドが効くような評価にすべき。

〔第13回 事業評価部会〕

ＪＣＴ単位でのＢ／Ｃについては、本来あるべ

きものであり評価できる。算定方法等について

は、わかりやすい形で整理をしてほしい。



効果的・効率的な再評価①
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15年目 再評価 再評価

新規採択時評価

(未着工の場合)

(着工済の場合)

事業完了

事後評価

《評価の流れ》

再評価

再評価
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再評価

再評価
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直轄 高速会社

平均98件/年

平均173件/年

H16 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27H17 H18

《評価件数》
〈 H21以前 〉 〈 H22以降 〉

約2倍

再評価の現状 再評価の課題
《事業の進捗状況》

・約6割の事業で事業費または事業期間が変動無し

要領の改定
（H22.4.1）

事業費または
事業期間が変動無し

N=475件(59%)

事業費または
事業期間が変動
N=331件(41%)

※平成16年度以降、新規採択時評価・再評価を実施した事業のうち、再評価を実施している事業
（再評価を2回実施している場合は2件とカウント） N=806件

N=806件

《費用》
・約 5.5 億円/年（外注費用）

※ 平成27年度直轄事業の実績 N=123事業
※ 上記の費用の他、職員の機会費用が存在

主な項目
・整備効果の調査・資料作成
・費用対効果算出（N=86事業）
・監視委員会資料の作成
・公表様式の作成

《事業評価監視委員会の開催回数》
・総開催回数 ： 41 回/年

うち、道路事業の審議回数 ： 29 回/年

地整名 総開催回数 道路事業審議回数

北海道開発局 ５ ２

東北地整 ４ ３

関東地整 ８ ６

北陸地整 ４ ３

中部地整 ３ ２

近畿地整 ４ ３

中国地整 ４ ４

四国地整 ３ ２

九州地整 ５ ３

沖縄総合事務局 １ １

〈監視委員会開催回数の地整別内訳〉〈道路事業の事業数〉

・再評価 ：123事業
・事後評価： 30事業

計 153事業

※ 平成27年度直轄事業の実績
※ 道路事業の他、河川事業、ダム事業、砂防

事業等、海岸事業、港湾整備事業、空港整
備事業を審議
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ク
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3
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イ
ク
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効果的・効率的な再評価②
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これまでの取組

《要点審議事業の監視委員会資料 （例：一般国道１１号 大内白鳥バイパス）》

出典：平成25年11月1日 大臣官房技術調査課、公共事業調査室通知

《費用対効果分析実施判定票 （例：一般国道１１号 大内白鳥バイパス） 》

ＮＯ

審議事項の重点化・効率化に係る確認フロー

○事業目的に変更がない

○社会経済情勢の変化がない
[例：地元情勢等の変化がない]

○前回評価時において実施した費用便益分析に関する要因
に変化がない（該当する項目）

1.費用便益分析マニュアルの変更がない。 [例：Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]
2.需要量等の変化がない。[例：需要量等の減少が10％※以内]
3.事業費の変化[例：事業費の増加が10 ％※以内]
4.事業展開の変化[例：事業期間の延長が10 ％※以内]
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、
その値を使用することができる。
注）なお、上記2.～4.について、各項目が感度分析の範囲内であっても、複数の要因の変化

によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

（ア
）費
用
対
効
果
分
析
の

影
響
要
因
に
変
化
が
な
い

費
用
対
効
果
分
析
の
実
施
（
重
点
化
・
効
率
化
）

ＮＯ

ＮＯ

下記の要件のうち、一方もしくは両方を満たしている場合

○事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
[例：直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以上]

○前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値
を上回っている

（イ
）実
施
す
る
こ
と
が

効
率
的
で
は
な
い

（費用対効果分析を実施せず、前回評価時点の結果を適用する場合）

■事業評価監視委員会 資料（案）
・事業評価カルテを基本とし、加えて、上記要件（ア）及び（イ）への該当状況を追加した様式

を用いる。
・費用対効果分析結果は、前回評価時点の結果を適用し、注釈を追記 [注：費用対効果分

析に係る項目は、○年評価時点]
■評価書への記載（案）

[注：費用対効果分析に係る項目は、○年評価時点]

事業評価監視委員会にて、対応方針（原案）について審議

YES

YES

YES

YES

ＮＯ

費用対効果分析の実施について、再評価実施主体で判断

※費用対効果分析の効率化については、２回以上連続して実施しない

《国土交通省所管公共事業の再評価実施要領の運用について※》

出典：平成27年度 四国地方整備局 第2回事業評価監視委員会

出典：平成27年度 四国地方整備局 第2回事業評価監視委員会

平成27年度 事　業　名： 一般国道１１号　大内白鳥バイパス

チェック欄

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

■

■

■

■

■

■

　　 ■

その他の事由（費用効果分析が必要な特別な事由）
－

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化
【事業期間の延長が10%以内】（費用便益費の算定に用いる事業期間で比較）
前回事業展開　H12年度～H41年度　30年
前回事業展開から変化なし

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上
回っている。

前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上回っている
前回評価時の感度分析下位ケース1.1≧基準値（1.0）

内的要因＜費用便益分析関係＞

１．費用便益分析マニュアルの変更がない 費用便益分析マニュアル(H20.11.28)に変更がない

２．需要量等の変更がない
【発生集中交通量の減少が10%以内】
今回発生集中交通量増加　35TE/日　前回発生集中交通量　619,190TE/日
変化率　0.1%以内（増加）

３．事業費の変化
【事業費の増加が10%以内】
前回事業費　28,100百万円
前回事業費から変化なし

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない
事業目的である「交通渋滞の緩和」「交通安全の確保」「高松自動車道白鳥大内ICへのアクセ
ス強化」などに変更がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
渋滞の緩和、現道の交通安全性の向上、二次医療施設への搬送時間短縮等の事業の効果
や必要性に変化がない

前回実施　H24年度　　　B/C＝1.3

費用対効果分析実施判定票

年　度：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠



効果的・効率的な再評価③
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作成
110事業（89%）

省略
13事業
（11%）

要点
76事業（62%）

重点
47事業
（38%）

省略
35事業（28%）

実施
88事業（72%）

作成
47事業
（38%）

省略
76事業（62%）

ケース１

ケース３

ケース４

重点
47事業
（38%） 要点

76事業
（62%）

ケース２

省略
58事業
（47%）

実施
65事業
（53%）

ケース１

ケース３

ケース４

ケース２

○再評価の重点化・効率化に係る確認フロー

○事業を巡る社会経済情勢等の変化
⇒・事業の効果や必要性、周辺環境変化等に変化がない
例）周辺土地利用状況に変化がない、課題・事業目的・事業計画に変更がない

YES

NO

増加なし

○前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等
⇒・費用便益分析マニュアルの変更がない

・需要量等の変化（需要量等の減少が10%以内）
・周辺ネットワークで新規事業化がない

⇒下記の要件のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に比して費用対効果分析に要する費用が大きい

（直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用1%以上）

・前回評価時の感度分析における下位ケース値が
基準値を上回っている

NO

○前回評価からの事業費・事業期間の増加
⇒・事業費の増加

・事業期間の増加

10%以内
増加

10%超
増加

YES

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

YES

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

社会経済情勢等の変化 無し 無し 無し 有り

事業費・事業期間 増加無し 10%以内増加
増加無し 又は
10%以内増加

10%超増加

B/C影響要因変化 等 無し 無し 有り －

資料 省略※1 省略※1、※2 省略※1、※2 作成

審議区分 要点 要点※2 要点※2 重点

費用対効果分析 省略 省略 実施 実施

※1 事業の進捗状況、進捗の見通しのみを更新（事業計画通知等において毎年度公表済み）、
部分供用等があり「今後の評価に必要なデータの取得が必要な場合」はデータの取得のみ実施

※2 事業費・事業期間・B/C影響要因の変化状況を踏まえ、必要に応じ、資料作成・重点審議を実施

※ 資料・費用対効果分析の省略は、 2回以上連続して実施しない
※ 審議方法については、各事業評価監視委員会が決定する。

（国土交通省所管公共事業の再評価実施要領 第６ 「４ 事業評価監視委員会における審議方法」より）

〔 平成27年度実績 〕

資
料
作
成

審
議
区
分

費
用
対
効
果
分
析

〔 改善後 〕《改善案》

○再評価の重点化・効率化の取り組み概要



1年目

2年目

3年目 再評価

4年目

5年目 再評価

6年目 再評価

7年目

8年目 再評価

9年目 再評価

10年目

15年目 再評価

効果的・効率的な再評価④
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新規採択時評価

事業完了

事後評価

再評価の重点化・効率化の取り組み（例）

(着工済の場合)

(未着工の場合)

社会情勢の変化、事業費や
事業期間に変更が無い場合

※より効果的・効率的な再評価を実施するためには、新規採択時評価等において、
過去に得られた知見を活かし、より実態に見合った事業費や事業期間を設定

《 公表資料の記載内容（例） 》

※ 灰色網掛け箇所については、前回評価結果を用いて記載。

事業概要

費用対効果分析結果

事業の効果

周辺環境変化等

事業概要図

施設の構造や
工法の変更等

前回評価結果を用いて
記載可能な箇所

出典：「平成28年度予算に向けた個別公共事業評価について」（平成28年2月9日記者発表資料）に一部加筆

凡例

・・評価実施



H18.3 都市計画決定
出雲IC～仁摩･石見銀山IC（延長37.1km）

H20事業化

L=7.9km

N

吉田掛合IC

雲南吉田IC

出
雲
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石
見
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山
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陵
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朝
山
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大
田
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静
間
ＩＣ

湯
里
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温
泉
津
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三刀屋
木次IC

斐
川
IC

宍
道
IC

宍道
JCT

島根県
出雲市

雲南市大田市

仁
摩
･

H24事業化

L=5.0km

H19事業化

L=6.3km

H18事業化

L=9.0km

H24事業化

L=4.5km

H20事業化

L=4.4km

牛久土浦バイパス
L=1.3km

H4事業化

牛久土浦バイパス
L=3.9km

牛久土浦
バイパスⅡ期

L=2.7km

牛久土浦
バイパスⅡ期

L=1.9km

H26事業化 H4事業化 H26事業化

H6.4 都市計画決定
牛久土浦バイパス（L=15.3km）

調査中
（ルート確定区間）

凡　　例

開　通　済

事　業　中

調　査　中

現 状

6

評価区間の適切な設定①

財政制約上の事業化区間と道路の目的を果たす評価のスパンが合致していない
改めて、広域拠点間評価の対象・区間の考え方を整理

≪ 一般国道6号 牛久土浦バイパス ≫

≪ 山陰自動車道 ≫

凡　　例

開　通　済

事　業　中

調　査　中

・都市計画は、平成１８年３月に約37kmで決定。事業化（評価）は各ＩＣ間で実施。

・都市計画は、平成６年４月にバイパス全線で決定。事業化（評価）は各区間で実施。

直近３か年の事業化平均延長8.1km

○ 事業化区間の例
・新たな開通に伴い既開通区間は、交通量が約２倍に増加

約２倍に増加

課 題

≪ 高規格幹線道路 （北近畿豊岡自動車道[和田山ＪＣＴ～豊岡北]） ≫

≪ 道路の開通と交通量の変化 （近畿自動車道紀勢線） ≫

紀勢自動車道・熊野尾鷲道路

国道42号

高速道路

凡例

※数字は開通順序を示す

①勢和多気JCT～大宮大台IC
【13.4km】

③大宮大台IC～紀勢大内山IC
【10.4km】

⑤紀勢大内山IC～紀伊長島IC
【10.3km】

⑦紀伊長島IC～海山IC
【15.1km】

④海山IC～尾鷲北IC【6.1km】

②尾鷲南IC～三木里IC【5.0km】

⑥三木里IC～熊野大泊IC
【13.6km】

紀
勢
自
動
車
道

熊
野
尾
鷲
道
路

調査中
(ルート確定区間)

L=5.1km

新規事業箇所
L=2.0km
(豊岡道路)

事業中区間
L=6.1km

(日高豊岡南道路)

事業中区間
L=9.7km

(八鹿日高道路)

開通済区間
L=13.7km

(和田山八鹿道路)

開通年次(見込み) H38以降 H37 H33 H33 H24

交通量
（台）

(1) - - - - 13,600
(2) - - 15,600 15,100 16,700
(3) - 13,800 18,500 15,600 16,900
(4) 8,500 16,200 19,200 16,000 17,000

凡 例

開通済区間

事業中区間

調査中区間

対象区間

春日IC・JCT

氷上IC

青垣IC遠坂ランプ

山東IC

養父IC
八鹿氷ノ山IC

(仮)日高IC

(仮)日高北IC

(仮)豊岡南IC(仮)豊岡IC

和田山JCT・IC

福知山IC

兵庫県

京都府

ＪＣＴ間 B/C=1.1、L=約37km

H28新規
B/C=2.3
L=2km

・H28年度新規事業採択時評価では、ルート確定区間も含め、ＪＣＴ間で評価

N
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評価区間の適切な設定② ～ネットワークの機能～

結節点（ＪＣＴ等）間の接続により、新たなネットワークを構成し、利用状況が大きく変化

全線開通に伴う広域交通の転換

（参考）全国路線網図

≪ 第二京阪道路 ≫

（ネットワークの連結性より、ＪＣＴが結節点として機能）

≪ 舞鶴若狭自動車道 ≫

名神経由

470 名神経由

210

舞若経由

180
舞若経由

570

0

200

400

600

800

1000

開通前 開通後

交
通
量
（
台
／
日
）

【全車】 約７割が舞若道
を利用

28％
73％

①

②

③

725

299

0

200

400

600

800

H21 H25

渋
滞

回
数

（
回

）

出典：NEXCO西日本調べ
※渋滞回数：列長が1ｋｍ以上、速度40ｋｍ/ｈ以下、渋滞継続時間15分以上の全ての条件を満たした交通集中渋滞の回数

●名神高速（大山崎ＪＣＴ～吹田ＪＣＴ）

開通前
（平成21年）

開通後
（平成25年）

725回

299回

725

299

0

200

400

600

800

H21 H25

渋
滞

回
数

（
回

）

出典：NEXCO西日本調べ
※渋滞回数：列長が1ｋｍ以上、速度40ｋｍ/ｈ以下、渋滞継続時間15分以上の全ての条件を満たした交通集中渋滞の回数

並行する高速道路の渋滞

●名神高速（大山崎ＪＣＴ～吹田ＪＣＴ）

開通前
（平成21年）

開通後
（平成25年）

725回

299回

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H17
（開通前）

H22
（開通後）

分担率（％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H17
（開通前）

H22
（開通後）

分担率（％）

第二京阪道路の
分担率が約22%
増加、並行路線
の負荷が減少

第二京阪道路の
分担率が約14%
増加、並行路線
の負荷が減少

出典：道路交通センサス
（平成17年、平成22年）

京都断面（開通前：215千台/日→225千台/日）

大阪断面（開通前：266千台/日→283千台/日）

第二京阪
分担率
12.6％

26.2％

第二京阪
分担率
0.0％

22.3％

名神

国道１号

（府）京都守口線

第二京阪（専用部）

第二京阪（一般部）

58.1% 21.4% 7.9%

3.3%

9.3%

49.3% 17.3%
7.1%

16.4% 9.8%

51.9% 30.8% 17.3%

43.5% 22.6% 11.7% 12.4% 9.9%

周辺道路の分担率の変化

≪東九州自動車道≫
・東九州道の開通により、東九州道および九州道・大分道の２つの輸送経路の活用が可能
・熊本地震時は、余震による新たな通行止めによるリスクを回避

毛布や安眠セットなどの救援物資輸送において、余震による新たな通行止めリスクを回避するため
『大分道回り』と『東九州道回り』の２つの輸送経路を利用

4/14に前震(M6.5)、
4/16に本震(M7.3)が
発生輸送した4/17までで
約２千回の余震が発生

代替路の確保、リスクの低減

・舞鶴若狭自動車道の全線開通により、既開通区間の利用台数が約２倍に増加
・混雑している名神高速道路から舞鶴若狭自動車道へ交通が転換

・第二京阪道路の全線開通により、並行する名神高速道路からも交通が転換

3,000

5,900
32,900 32,200

180

470

570

210

7,400
6,400

9,200
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評価区間の適切な設定③

評価区間の設定例

道路の持つ本来の効果を適切に評価

費用便益分析について

延岡ＪＣＴ

嘉島ＪＣＴ

《 一般国道２号 東広島バイパス、一般国道２号 安芸バイパス） 》

○ ネットワークを形成する事業については、一体となって効果を

発揮する複数の箇所をまとめて評価

＜ 対象事業 ＞

・ 高規格幹線道路、地域高規格道路、大規模バイパス 等

＜ 評価区間の考え方＞

・ 広域のネットワークとしての機能を適切に評価するため、

結節点（ＪＣＴ、バイパス起終点等）を拠点とすることを基本

とする

（なお、個別の道路の機能を踏まえ、地域構造に応じて、

港湾・空港、圏域中心市等の最寄りＩＣを拠点とすること

も可能）

⇒ 拠点設定の考え方については、第三者委員会で意見を聴取

◆費用便益分析対象区間
ＪＣＴ間のうち、①事業中区間、②新規事業化区間、

③調査中区間（ルート・構造確定区間のみ）で算出
◆費用
○事業中区間

⇒最新の事業評価で適用した今後の費用、投資パターン

○新規事業化区間、調査中区間
⇒確定済みのルート・構造に対応した費用、投資パターン

◆便益
○今後発現する便益を、開通区間ごとに50年間計上

※維持管理費用も便益と同期間積み上げ

評価区間の考え方

結節点 （ＪＣＴ、バイパス起終点等） を接続するケース

《 伊豆縦貫自動車道 》

結節点によらないケース

《 九州横断自動車道 》

ＪＣＴ ＪＣＴ

供用済 ①事業中 ②新規事業 ③調査中
（ﾙｰﾄ・構造確定）

調査中
（ﾙｰﾄ・構造未確定）

評価区間八本松IC
（仮称）

上瀬野IC
（仮称）

瀬野東IC
（仮称）

瀬野西IC

中野東IC

中野IC

海田東IC
かいた

海田西IC

ひがしひろしま

東広島バイパス 延長＝9.6km
あ き

安芸バイパス 延長＝7.7km

バイパス終点

バイパス起点暫定２車線 開通

至

東
広
島

至

広
島
市
内


